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都道府県制度を廃止し、ブロックごとに行政を行う

道州制を導入することにより、地域のことは地域で

決めるための「小さな自治体体制」を確立します。

「議員自ら身を切るべきである」との国民の声に

応えていく決意です。そのために、まず議員定数を

２割削減と議員報酬（給与）の２割カットします。

地方公務員も、民間並みの給与水準に改め、遅

くとも２０１５年４月までに給与カット、人員の適正配

置などにより総人件費総額を１割カットします。（目

標７５億円以上の削減）

「子供手当て」に当てている福岡市が負担して

いる約３０億円を施設の拡充などに回すことによ

り、早急に待機児童数を削減します。

特別養護老人ホームの施設ごとの利用希望を

調査してその拡充を実現いたします。

人事の一環として行われる天下りを禁止します。

福岡市には約３８５億円の公金を支出している３

６の外郭団体が存在しています。必要性の可否を

精査し、早急に削減します。

地域主権型道州制により、飛躍的に地方自治

の位置づけが高まるという観点からも、外国人参

政権の付与には、反対します。参政権を行使する

ためには、国籍を取得するべきです。

４．待機児童数の削減

６．天下り根絶の断行

２．議員定数２割削減と

議員報酬（給与）２割カット

７．外国人地方参政権に反対

５．老人介護施設の拡充

１．地域主権と道州制

（道州制をみすえた地域主権）

３．市職員数や給与などの見直し

総人件費１割削減


